
 

 

 

令和８年１月緊急会議 

補正予算の概要 

（令和７年度一般会計補正予算（第７号）） 
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＜令和７年度一般会計補正予算（第７号）の概要＞ 

１ 予算の規模 

(１)  一般会計（補正第７号）           １，０００，５３８千円の増額 

                            繰越明許費の追加 

債務負担行為の追加及び変更 

地方債の変更 

      総務費      ８８，４４９千円の増額 

民生費     １８９，０９０千円の増額 

衛生費      ３２，９３５千円の増額 

農林業費    １６２，９００千円の増額 

商工費     ３４２，０６４千円の増額 

土木費     １８５，１００千円の増額 

           一般会計補正後予算額   ４９，７２１，５８８千円（補正前額 ４８，７２１，０５０千円）   

 

２ 一般会計補正予算の主な内容 

  今回の補正は、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を財源に、物価高騰の影響を受ける市民や事業者等への支援に関する事業の

ほか、国の令和７年度補正予算により内示のあった補助事業に係る経費などについて、所要額の補正を行うもの。 
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＜歳出事業＞ 

令和７年度一般会計補正予算（第７号）事業一覧を参照 

＜歳入＞ 

分担金              ８，３１６千円 

 県営土地改良事業費分担金                  ８，３１６千円 

国庫支出金          ７５１，７８８千円 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金         ６５２，５３８千円  

社会資本整備総合交付金                  ８０，０００千円 他 

県支出金            ７２，０００千円 

      団体営ため池等整備事業補助金               ７２，０００千円 

     繰入金             △２，８５５千円 

      財政調整基金繰入金                    △２，８５５千円 

     市債             １７２，０００千円 

      農業基盤整備事業                     ８６，３００千円 他 
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令和７年度伊賀市一般会計補正予算（第７号）事業一覧

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源等

　

地域力創造

部公共交通

課

総務費

総務管理費
物価高騰対策事業

伊賀鉄道活性化促進事

業
伊賀鉄道電力料金高騰対策助成金 14,136 14,136 0 0 0 0

電力料金高騰の影響を受ける伊賀鉄道に対し、鉄道の運営に係る電力料金高

騰分について支援を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 17 〇

地域力創造

部公共交通

課

総務費

総務管理費
物価高騰対策事業

公共交通利用者支援事

業

消耗品費：100

印刷製本費：307

手数料：236

公共交通通学定期券購入費重点支援助成金：

70,850

71,493 71,493 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける家計への支援として、鉄道（伊賀鉄道を除く）・バス

等の公共交通機関を通学定期券等により利用する市民に対し助成を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 17 〇

地域力創造

部公共交通

課、総務部

人事課

総務費

総務管理費

会計年度任用職員

人件費

短時間勤務会計年度任

用職員人件費

会計年度任用職員報酬：1,892

会計年度任用職員時間外勤務報酬：16

会計年度任用職員期末手当：225

会計年度任用職員勤勉手当：162

職員共済組合負担金：152

社会保険料負担金：231

会計年度任用職員通勤費用弁償：142

2,820 2,820 0 0 0 0

公共交通利用者支援事業に係る短時間勤務会計年度任用職員人件費

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 17 〇

　

健康福祉部

障がい福祉

課

民生費

社会福祉費
物価高騰対策事業

事業者等安定運営支援

事業

消耗品費：100

障害福祉サービス事業所等安定運営支援金：

13,788

13,888 13,888 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事業者等の負担軽減を図るため、

光熱費やガソリン等の燃料費及び食材費等に対し支援を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 17 〇

健康福祉部

生活支援課

民生費

社会福祉費
物価高騰対策事業

物価高騰支援事業（低

所得者世帯対象）

時間外勤務手当：900

休日勤務手当：100

消耗品費：75,588

印刷製本費：360

通信運搬費：9,350

システム開発委託料：6,600

封入封緘業務委託料：225

93,123 93,123 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける住民税非課税世帯等に対し「かがやけ！くらし商品

券」を配布する。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 17 〇

健康福祉部

障がい福祉

課、総務部

人事課

民生費

社会福祉費

会計年度任用職員

人件費

短時間勤務会計年度任

用職員人件費

会計年度任用職員報酬：2,365

会計年度任用職員時間外勤務報酬：99

会計年度任用職員期末手当：281

会計年度任用職員勤勉手当：202

職員共済組合負担金：179

社会保険料負担金：275

会計年度任用職員通勤費用弁償：142

3,543 3,543 0 0 0 0

事業者等安定運営支援事業に係る短時間勤務会計年度任用職員人件費

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 19 〇

健康福祉部

介護高齢福

祉課

民生費

老人福祉費
物価高騰対策事業

事業者等安定運営支援

事業
介護保険サービス事業者等安定運営支援金 68,340 68,340 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける介護保険サービス事業者等の負担軽減を図るため、

光熱費やガソリン等の燃料費及び食材費等に対し支援を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 19 〇

総務費 88,449

民生費 189,090

予算書

ページ

財　　源
事業概要

物価高騰

関連
所属名 款・項 大事業 中事業 内容 新増減予算額
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源等

予算書

ページ

財　　源
事業概要

物価高騰

関連
所属名 款・項 大事業 中事業 内容 新増減予算額

健康福祉部

介護高齢福

祉課、総務

部人事課

民生費

老人福祉費

会計年度任用職員

人件費

短時間勤務会計年度任

用職員人件費

会計年度任用職員報酬：2,365

会計年度任用職員時間外勤務報酬：99

会計年度任用職員期末手当：281

会計年度任用職員勤勉手当：202

職員共済組合負担金：179

社会保険料負担金：275

会計年度任用職員通勤費用弁償：142

3,543 3,543 0 0 0 0

事業者等安定運営支援事業に係る短時間勤務会計年度任用職員人件費

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 19 〇

健康福祉部

保育幼稚園

課

民生費

児童福祉費
物価高騰対策事業

私立保育所等運営支援

事業
私立保育所等運営支援金 6,653 6,653 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける私立保育園、私立幼稚園及び認定こども園の負担を

軽減するため、事業者に対し、光熱費等の一部を支援する。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 21 〇

　

健康福祉部

医療福祉政

策課

衛生費

保健衛生費
物価高騰対策事業 医療機関運営支援事業 医療機関等運営支援金 14,164 14,164 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける病院及び有床診療所の負担軽減を図るため、光熱費

等に対し支援を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 21 〇

健康福祉部

医療福祉政

策課

財務部財政

課

衛生費

保健衛生費
物価高騰対策事業 病院事業 病院事業補助 18,771 18,771 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける上野総合市民病院の負担軽減を図るため、光熱費等

高騰分について病院事業へ繰出を行う。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 21 〇

　

産業農林部

農村整備課

農林業費

農業費
県営土地改良事業 県営事業負担金

県営ため池等整備事業負担金：69,350

広域農道整備保全対策事業負担金：8,783

基幹農業水利施設ストックマネジメント事業負担

金：15,622

高度水利機能確保基盤整備事業負担金：6

特定農業用管水路等特別対策事業負担金：

△2,150

水利施設管理強化事業負担金：△711

90,900 0 0 86,300 7,605 ▲ 3,005

国の補正予算による、ため池整備等の県営事業に係る事業費の増額及び確定

により、当該事業に係る負担金の補正を行う。

＜財源＞

その他：県営土地改良事業費分担金

地方債：防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

増 21

産業農林部

農村整備課

農林業費

農業費

団体営ため池等整

備事業
団体営ため池等整備事業 ため池調査業務委託料 72,000 0 72,000 0 0 0

団体営ため池等整備事業補助金の県の補正予算による内示額に合わせた補

正。

＜財源＞

県：団体営ため池等整備事業補助金

増 21

　

産業農林部

商工労働課

商工費

商工費
物価高騰対策事業 商工振興経費 プレミアム付商品券事業委託料 342,064 342,064 0 0 0 0

物価高騰の影響を受ける生活者や事業者に対して、消費活動の喚起による地

域経済の活性化に寄与することを目的に「かがやけ！くらし商品券」事業を実施

する。

＜財源＞

国：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新 23 〇

衛生費 32,935

農林業費 162,900

商工費 342,064
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源等

予算書

ページ

財　　源
事業概要

物価高騰

関連
所属名 款・項 大事業 中事業 内容 新増減予算額

　

建設部道路

河川課

土木費

道路橋りょう

費

社会資本整備総合

交付金事業
舗装修繕事業

舗装修繕工事費：150,000

資材費：100
150,100 80,000 0 70,000 0 100

社会資本整備総合交付金の国の補正予算による内示額に合わせた補正。

＜財源＞

国：社会資本整備総合交付金

地方債：防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

増 23

建設部道路

河川課

土木費

道路橋りょう

費

道路メンテナンス事業
印代山神線（山神橋）

橋梁架替事業

土地建物借上料：100

市道新設改良工事費：34,900
35,000 19,250 0 15,700 0 50

道路メンテナンス事業補助金の国の補正予算による内示額に合わせた補正。

＜財源＞

国：道路メンテナンス事業補助金

地方債：防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

増 23

土木費 185,100
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